
















 

看護の収入増に 215 億円、 対象は 57 万人  21 年度補正予算案 

2021 年 11 月 26 日 
      

 政府は 26 日の臨時閣議で決定し た 2021 年度補正予算案で、 看護、 介護、 保育、 幼児教

育などの現場で働く 人々の収入を来年 2 月から 引き 上げるため、 2600 億円を計上し た。 こ

のう ち看護については、 来年 2～9 月分の補助金と し て 215. 6 億円を積んだ。 厚生労働省

は、 対象人数が常勤換算で約 57 万人で、 病院で働く 看護職員の 6 割程度と みている。 対象

と なる医療機関は約 2800 施設と 推計し ている。  

 看護についてはまず、「 地域でコ ロナ医療など一定の役割を担う 医療機関」 に勤務する看

護職員を対象に、 段階的に収入を 3％程度（ 月額 1 万 2000 円） 引き 上げる構えだ。 来年 2

月の引き 上げでは、 1％程度（ 月額 4000 円） 増やす。 医療機関の具体的な要件と し ては、

「 救急医療管理加算を算定する救急搬送件数が年 200 台以上の医療機関」 か「 3 次救急を

担う 医療機関」 と する。  

 看護補助者、 理学療法士、 作業療法士ら のコ メ ディ カ ルの処遇改善にも 補助金を 充てる

こ と ができ るよう 、 医療機関には「 柔軟な運用」 を認める方針だ。  

●介護 1000 億円、 障害福祉 414 億円 

 介護・ 障害福祉職員ら については、 来年 2 月から 収入を 3％程度（ 月額 9000 円） 引き 上

げる。 予算額と 対象者数は、 介護が 1000 億円で 138 万人、 障害福祉が 414 億円で 57 万人

の見込みだ。  

 

「 コ ロナ補助金はなく なる、診療報酬で手当てを」   実調で日医・ 中川会長 

2021 年 11 月 24 日 
 

 日本医師会の中川俊男会長は 24 日の会見で、 同日に公表さ れた第 23 回医療経済実態調

査（ 実調） の結果について「 新型コ ロナウイ ルス感染症に対し て診療報酬による特例的な

対応が取ら れたも のの、 コ ロナ補助金を 除いた損益差額率は大きく 悪化し ている」 と の見

解を示し た。「 今後、 コ ロナが収束し ていけば補助金は当然なく なる。 今こ こ で、 診療報酬

でき ちんと 手当てし なければ、 地域医療を立ち直ら せるこ と はできない」 と 述べ、 2022 年

度診療報酬改定でのプラ ス改定を求めた。  

 一般病院の損益差額率を見ると 、 コ ロナ関連の補助金を含めた場合でも ほぼプラ スマイ

ナスゼロだっ た。 コ ロナ重点医療機関は補助金を含めれば黒字だっ たが、 補助金がなけれ

ば大幅な赤字で、 重点医療機関以外は補助金を 含めても 赤字だっ た。 中川会長は「 コ ロナ

患者の受け入れの有無にかかわら ず、 経営状況は非常に厳し い」 と 指摘し た。  

 一般診療所の損益差額率は補助金を含めても コ ロナ流行前の 19 年度より 縮小し た。発熱

外来を 実施し た診療所は医業収益の減少も あっ て大幅に低下し 、 補助金で若干持ち直し た

が、19 年度を大幅に下回っ た。実施し ていない診療所も 19 年度を大き く 下回っ た。こ のほ

か、 院長給与がマイ ナス 1％前後かそれ以下に下がり 、 医師給与も 全ての開設主体で低下

し たこ と も ポイ ント に挙げた。  

 患者の受診回数も コ ロナ流行前の水準には戻っ ておら ず、 診療報酬の特例的な対応と 補

助金が打ち切ら れれば、 医療機関経営は極めて厳し いも のになると 懸念を示し た。  

 中川会長は財務省が実調の信頼性に懸念を 示し たこ と に対し 、 あら ためて反論し た。 実

調は中医協で長年にわたっ て改良を重ね、 進化さ せてき た調査だと 説明し 、 結果は尊重さ

れるべき だと し た。「 むし ろ 、 マイ ナス改定あり き で、 こ の結果を 軽視し よう と するなど、

あっ てはなら ない」 と く ぎを 刺し た。 医療現場はコ ロナへの対応で著し く 疲弊し ていると

し 、「 あら ためて躊躇なく 『 プラ ス改定』 と すべき 」 と 主張し た。  



 診療報酬と 補助金の関係についての質問には、「 報酬のし っ かり し た手当てがまずあっ て、

それでも でき ないと こ ろ を補助金が補っ てく れると 期待し ている」 と 答えた。 現在の診療

報酬の特例的な対応の取り 扱いについては「 医療提供体制や患者の受診動向、 感染状況な

どいろ いろ なも のを 総合的に判断し て決めていく のだろう と 思う 」 と し た。  

 

財務省の主張「 容認できない、 現場感覚と 大きなずれ」   日医・ 中川会長 

2021 年 11 月 17 日 
      

 日本医師会の中川俊男会長は 17 日の会見で、 財政制度等審議会・ 財政制度分科会で財務

省が示し た社会保障に関する主張に対し て「 容認でき ない指摘が多々ある」 と 反論し た。

「 所管である財政の問題を越えて、 細かく 医療分野の各論に踏み込んでく るのは省と し て

の守備範囲を超えており 、 また現場の感覚と 大き く ずれている点も ある」 と 指摘。「 全て反

論し ていたら 朝までかかっ ても 反論し き れない。 そのく ら い問題がある」 と 厳し く 批判し

た。 今後も 中医協や関係審議会で主張を展開し ていく と し た。  

 財務省が資料の中で「 躊躇なく マイ ナス改定をすべき 」 と し たこ と には「 躊躇なく プラ

ス改定と すべき」 と あら ためて主張。 医療現場は疲弊し ており 、 立て直すためにも 日医は

プラ ス改定のメ ッ セージを発信し ていく と 強調し た。新型コ ロナウイ ルス感染症の影響で、

地域の医療提供体制は依然と し て厳し い状況にあると し 、「 マイ ナス改定と するこ と は到底

あり 得ず、 われわれと し ては当然プラ ス改定にすべき であると 考えている」 と 述べた。  

●薬価改定財源「 有力な本体の改定財源」  

 中川会長は薬価改定財源について質問に答え、「 有力な診療報酬本体の改定財源にこ れま

でなっ てき た。 こ れから も なっ ていく だろう 」 と 見解を示し た。「 幅はその年によっ て違う

が、 その主張は一貫し て申し 上げていく 」 と 述べた。  
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